
令和２年度

契約局建設工事課
建築入札グループ
１　建設工事及び測量・建設コンサルタントの委託関係の入札執行、契約締結及び支出事務

都市整備部（予算執行機関）、大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、泉州港湾・海岸部）、住宅まちづくり部まちづくり戦略室タウン管理課以外の発注案件に係る建設工事及び測量・建設コンサルタント等（設計業務、地質調査業務、測量業務等）の委託関係の入札執行、契約締結事務を次のとおり行った。
　　なお、本庁及び府警察本部の発注案件については、契約事務全般を契約局に集約していることから、当グループにおいて契約保証金の収納・払出及び工事代金等の支出事務を行った。
	契
約
事
務
	区　分
	件　数
	金　額（円）
	備　考

	
	建 設 工 事
	４３９
	４０，８１５，４２７，７０８
	

	
	測量・建コン等
	５０８
	３，４４０，８７３，９２０
	

	
	合　計
	９４７
	４４，２５６，３０１，６２８
	


※　契約件数について、当該年度による当初契約分のみで変更契約は含んでいない。
	支出事務
	節
	件　数
	金　額（円）
	備　考

	
	維持需用費
	１
	３，４１０，０００
	

	
	委　託　料
	５９３
	２，４４２，５５３，５００
	

	
	工事請負費
	６６４
	３０，６９０，７９２，４７４
	

	
	合　計
	１，２５８
	３３，１３６，７５５，９７４
	


２　契約局競争入札審査会工事部会の運営

入札契約事務の透明性、客観性を確保するため総務部契約局競争入札審査会工事部会において、次の審査を行った。

	
	開催回数
	入札参加資格審査
	入札案件に関する参加資格事後審査
	低入札価格調査案件の審査

	Ｈ３０
	２２３回
	１８，３９３件
	２，１３２件
	　　１７件

	Ｈ３１
	２１９回
	２４，４１９件
	２，２４１件
	　　２２件

	Ｒ２
	２１６回
	１９，４５９件
	２，２２７件
	１３件


土木入札グループ

１　建設工事及び測量・建設コンサルタントの委託関係の入札執行及び契約締結事務
　　都市整備部（予算執行機関）、大阪港湾局（計画整備部計画課計画調整担当、泉州港湾・海岸部）、住宅まちづくり部まちづくり戦略室タウン管理課の発注案件に係る建設工事及び測量・建設コンサルタント等（設計業務、地質調査業務、測量業務等）の委託関係の入札執行、契約締結事務を次のとおり行った。
	契
約
事
務
	区　分
	件　数
	金　額（円）
	備　考

	
	建 設 工 事
	５１９
	５４，５１２，３５２，１２５
	

	
	測量・建コン等
	６５１
	８，７１１，９９２，３００
	

	
	合　計
	１，１７０
	６３，２２４，３４４，４２５
	


※　契約件数について、当該年度による当初契約分のみで変更契約は含んでいない。
２　契約局競争入札審査会工事部会の運営（再掲）

入札契約事務の透明性、客観性を確保するため総務部契約局競争入札審査会工事部会において、次の審査を行った。

	
	開催回数
	入札参加資格審査
	入札案件に関する参加資格事後審査
	低入札価格調査案件の審査

	Ｈ３０
	２２３回
	１８，３９３件
	２，１３２件
	１７件

	Ｈ３１
	２１９回
	２４，４１９件
	２，２４１件
	２２件

	Ｒ２
	２１６回
	１９，４５９件
	２，２２７件
	１３件


建築検査グループ・土木検査グループ

地方自治法第２３４条の２第１項及び同法施行令第１６７条の１５第２項の規定に基づき、工事請負・業務委託契約についての給付の完了の確認検査を行うとともに、公共工事の品質確保の促進に関する法律第７条に基づき、成績評定を行った。
１　建設工事の検査業務
契約局長が契約を締結した建設工事及び契約局長以外が契約を締結したもののうち契約金額が２５０万円（消費税及び地方消費税含む。）を超える建設工事を対象に、完成検査（指定部分完成検査を含む）、中間検査、出来高検査を実施した。
検査は建設工事課職員が行う直接検査と、契約局長が各所属の職員を検査員に指定して行う指定検査の方法により実施した。

【検査件数】

	直接検査
	指定検査
	計

	４８０件
	１，１３５件
	１，６１５件


　　　　　　

２　測量・建設コンサルタント等業務委託の検査業務
契約局長が契約を締結した測量・建設コンサルタント等業務委託及び契約局長以外が契約を締結したもののうち契約金額が１００万円（消費税及び地方消費税含む。）を超える測量・建設コンサルタント等業務委託を対象に、完成検査（指定部分完成検査を含む）、出来高検査を実施した。
【検査件数】

	直接検査
	指定検査
	計

	１３４件
	１，３１８件
	１，４５２件


３　成績評定の公表
　「大阪府総務部契約局建設工事成績評定要領」等に基づき、監督、検査で確認した施工体制、施工状況、出来形及び出来栄え等の事項について、監督員及び検査員の評定者ごとに独立して、評定を行い、契約局ホームページにおいて公表を行った。

【建設工事成績評定件数】
	建築
	土木
	設備
	計

	１０５件
	５６１件
	３７２件
	１，０３８件


　　　　　　
【測量・建設コンサルタント等業務委託成績評定件数】
	建築
	土木
	設備
	計

	３２２件
	７００件
	２１０件
	１，２３２件


４　指定検査員等研修
建設工事や測量・建設コンサルタント等業務委託についての各種検査を適切に実施するため、各部局の指定検査員又は監督職員に対して、工種毎に年２回の研修を実施した。
特に、今年度は新型コロナウイルス感染防止のため、研修会場内でのマスク着用、入室時の手指の消毒など各種感染予防対策を講じるとともに、e-ﾗｰﾆﾝｸﾞによる研修を初めて導入した。

前期：「検査業務の基礎、検査に必要な事務手続き（電子調達システムの入力など）」
後期：「検査業務の実務、検査に必要な技術的知識（施工プロセスチェック、成績評定基準の内容など）」

　　【研修実績】
・建築・建築設備検査業務研修会　（前期）　実施回数　２回　　　参加人数１０９名
　　　　　　　　　　　　〃　　　（後期）　e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ方式　　　　参加人数１０１名

・土木・土木系設備検査業務研修会（前期）e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ方式　　　　参加人数３５３名
　　　　　　　　　　　　〃　　　（後期）e-ﾗｰﾆﾝｸﾞ方式　　　　参加人数２５８名

５　検査基準等の改正
・成績評定書及び成績評定基準を改正
　　「土木工事」「土木系設備工事」の成績評定書及び成績評定基準を改正。
令和元年から２年にかけて改正作業及び国土交通省近畿地方整備局、都市整備部、環境農林水産部等の関係機関協議を経て、令和３年４月１日から施行。
・建設工事検査要領等の改正
建設工事請負契約書第３１条の改正に伴い、「軽微な瑕疵」を「軽微な不備」に改正。
令和２年７月３０日から施行

事務事業実績
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